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島根原子力発電所３号炉（以下，「島根３号炉」という。）については， 2018年８月10
日に新規制基準に係る原子炉設置変更許可申請を行い，第620回審査会合（2018年９
月４日）にて，申請概要について説明を行っている。

また，これまでに以下２回の補正を実施している。

補正回数 補正概要

第１回補正
（2021年12月22日）

「標準応答スペクトル」に係る実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、
構造及び設備の基準に関する規則の解釈等の一部改正（2021年４月21
日施行）への対応を目的として，島根原子力発電所２号炉（以下，「島根
２号炉」という。）の審査結果等の反映を含め，『地震』の範囲を補正した。

第２回補正
（2022年６月29日）

島根２号炉の新規制基準適合性に係る設置変更許可申請（以下，「２
号炉SA申請」という。）の許可（2021年９月15日）を受け，３号炉におい
て２号炉が燃料装荷されている前提へ変更し，同様に，２号炉においても３
号炉が燃料装荷されている前提へ変更した。また，地盤，津波，火山及び竜
巻等について，２号炉SA申請の審査結果等の反映を含め最新化した。加え
て，添付書類十一「変更後における発電用原子炉施設の保安のための業務に
係る品質管理に必要な体制の整備に関する説明書」を追加している。

新規制基準適合に係る島根原子力発電所３号炉の申請状況について 2



はじめに 3

上記を踏まえ，本資料では以下について説明する。

① C/B変更の概要及びC/B変更による影響を踏まえた許認可解析項目の整理
設置変更許可申請に対するC/B変更の影響を把握することを目的に，島根３号炉の炉心・燃料の特徴とC/B変更

概要および炉心特性への影響を示し，影響を受ける設置変更許可申請での解析項目と設置許可基準規則との関

係を整理する。

② 今回の解析で新たに用いた次のコードの許認可解析への適用性確認の概要
・燃料集合体核特性計算コード LANCR Ver.1（以下，「LANCR」という。）

・三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード AETNA Ver.1（以下，「AETNA」という。）

について，重要度ランキングテーブル(PIRT)／モデル性能比較表／モデル性能評価表などを用いて許認可解析への

適用の妥当性に関する判断方法について説明する。

島根３号炉は，新規制基準適合に係る原子炉設置変更許可申請において，地震時の影
響を低減させるために燃料集合体に装着するチャンネルボックスの厚さを変更（以下，「C/B
変更」という。）している。

C/B変更に伴い炉心特性が変化することから，原子炉設置変更許可申請書 添付書類八
及び添付書類十における9×9燃料（A型）及び9×9燃料（B型）の炉心特性等に関する
解析を実施している。

これらの解析にあたり，9x9燃料（A型）の炉心解析に用いるコードについて，安全性向上
に資する観点から，従来より精緻化した計算モデルを採用したコードに変更している。



１．チャンネルボックス厚変更の概要及び評価項目の整理
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1.1 島根３号炉の炉心の特徴
格子形状
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島根３号炉の格子形状はABWRで標準的に採用されているN格子である。

格子形状 C格子 S格子 N格子

寸法

特徴 燃料集合体は等間隔配置
薄型制御棒及び薄肉チャンネ
ルボックスを使用

C格子よりもチャンネルボックス
内幅と燃料棒ピッチを縮小し，
厚型制御棒及び厚肉チャンネ
ルボックスに対応

格子幅の拡大により，C格子
と同じ寸法の燃料集合体，
厚型制御棒及び厚肉チャンネ
ルボックスを使用可能

プラント例
炉型
炉心等価直径
炉心有効高さ

東海第二発電所
BWR5
約4.8m
約3.7m

島根２号炉
BWR5
約4.1m
約3.7m

島根３号炉
ABWR
約5.2m
約3.7m

約
3
0
5
m

m

内幅
約132mm

約
3
1
0
m

m

内幅
約134mm

約
3
0
5
m

m

内幅
約134mm

制御棒

チャンネル
ボックス



島根３号炉では初装荷燃料の平均濃縮度を高めた高燃焼度初装荷炉心設計を採用している。
高濃縮度燃料と低濃縮度燃料を規則的に配置することで燃料設計を最適化し，取出燃焼度の向上を
図っている。
平衡炉心は9×9燃料（A型）及び9×9燃料（B型）で構成するが，初装荷炉心は9×9燃料（A
型）のみで構成する。

1.1 島根３号炉の炉心の特徴
初装荷炉心の特徴
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高濃縮度
燃料

低濃縮度
燃料

高濃縮度
燃料

高濃縮度
燃料

ユニットモジュール
燃料集合体４体で
燃料設計を最適化

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



1.2 チャンネルボックス厚変更の概要
チャンネルボックス厚変更の概要
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C/B変更後の厚さ

格子

制御棒

チャンネルボックス燃料集合体

上部
格子板

C/B変更前の厚さ

チャンネルボックス内流路面積：変更なし
チャンネルボックス外流路面積：減少

島根３号炉では地震時の影響を低減させるため燃料集合体に装着するチャンネルボックスを厚くする。こ
れにより，チャンネルボックス内の流路面積は変更ないが，チャンネルボックス外の流路面積は減少する。

チャンネルボックス厚さ（mm）

変更前 2.54

変更後 　3.05※

※島根２号炉と同じ



1.2 チャンネルボックス厚変更の概要
チャンネルボックス厚変更による炉心特性への影響
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チャンネルボックス

チャンネルボックス外
流路面積の減少

↓
減速材の減少

↓
水対ウラン比の減少

チャンネルボックス厚さ

2.54mm
↓

3.05mm

C/B変更による炉心特性への影響について述べる。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

炉心特性が変化するため，C/B変更後の
評価を実施

中性子無限増倍率（9x9燃料（A型）取替燃料）への影響例

減速材ボイド係数（9x9燃料（A型）取替燃料）への影響例

格子

中
性
子
無
限
増
倍
率

水の量が少ない ← 水対ウラン比 → 水の量が多い

C/B変更

C/B変更により，増倍率が
低下するとともに，増倍率
の傾き(減速材ボイド係数
の絶対値)が大きくなる



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
許認可解析への影響と設置許可基準規則との関係（添付書類八）（1/2）

9

（次ページへ続く）

記載箇所 解析 C/B変更の影響を受ける項目 影響の主な理由 設置許可基準規則

添付書類八

3. 発電用原子炉及び炉心

3.1 燃料

3.1.5 機械設計

応力解析 被覆管の応力解析 燃料被覆管応力
「運転時の異常な過渡変化の解析」の最大
過出力を使用

第十三条
第十五条

3.3 核設計，熱水力設計及び動特性

3.3.1 核設計

核特性
初装荷炉心，平衡炉心
の解析

過剰増倍率 幾何条件の変更に伴う核特性の変化
第十五条
第二十五条

全制御棒の反応度制御能力 幾何条件の変更に伴う核特性の変化

炉停止余裕 幾何条件の変更に伴う核特性の変化

制御棒価値 幾何条件の変更に伴う核特性の変化 第二十五条

スクラム反応度 幾何条件の変更に伴う核特性の変化
第十五条
第二十五条

ドップラ係数 幾何条件の変更に伴う核特性の変化

第十五条
減速材ボイド係数 幾何条件の変更に伴う核特性の変化

減速材温度係数 幾何条件の変更に伴う核特性の変化

出力反応度係数 幾何条件の変更に伴う核特性の変化

半径方向ピーキング係数，軸方向ピーキング
係数、局所ピーキング係数

幾何条件の変更に伴う核特性の変化 －

初装荷燃料集合体の取出平均燃焼度 幾何条件の変更に伴う核特性の変化 －

減速材対燃料体積比 幾何条件の変更に伴う核特性の変化 －

平均中性子束 幾何条件の変更に伴う核特性の変化 －

中性子平均寿命 幾何条件の変更に伴う核特性の変化
第十五条

実効遅発中性子割合 幾何条件の変更に伴う核特性の変化

設置変更許可申請におけるC/B変更の影響範囲を把握するため，影響を受ける解析項目（添付書類八）とその主な理由及び「実用発
電用原子炉及びその付属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則」（以下，「設置許可基準規則」という。）との関係を整理した。



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
許認可解析への影響と設置許可基準規則との関係（添付書類八）（2/2）
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記載箇所 解析 C/B変更の影響を受ける項目 影響の主な理由 設置許可基準規則

3.3.2 熱水力設計

熱水力設計上の燃料
の許容設計限界

安全限界MCPR(SLMCPR)
の解析

SLMCPR 核特性の変化に伴う炉心状態の変化
第十三条
第十五条

通常運転時の熱的制
限値

MCPR運転制限値の評価 MCPR運転制限値
SLMCPRの解析結果，「運転時の異
常な過渡変化の解析」のΔMCPRの評
価結果を使用

第十三条
第十五条

熱水力特性

初装荷炉心，平衡炉心の解
析

最大線出力密度，MCPR 幾何条件の変更に伴う核特性の変化
第十三条
第十五条

熱水力特性の解析 炉心平均ボイド率
幾何条件の変更に伴う熱水力特性の
変化

－

3.3.3 動特性

動特性

核熱水力安定性の解析 減幅比 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

第十五条
プラント安定性の解析 減幅比 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

キセノン空間振動の安定性の
解析

キセノンの空間振動の安定性 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

6. 計測制御系統施設

6.1 原子炉制御系

6.1.2 原子炉停止系

ほう酸水注入系 平衡炉心の解析 平衡炉心のボロン反応度添加速度 幾何条件の変更に伴う核特性の変化
第十五条
第二十五条



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
許認可解析への影響と設置許可基準規則との関係（添付書類十）（1/4）
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（次ページへ続く）

記載箇所 解析 C/B変更の影響を受ける項目 影響の主な理由 設置許可基準規則

添付書類十

2. 運転時の異常な過渡変化の解析

2.3 過渡解析

2.3.1 炉心内の反応度又は出力分布の異常な変化

原子炉起動時における制
御棒の異常な引き抜き

制御棒系過渡解析

燃料エンタルピの最大値
原子炉圧力

核特性の変化に伴う炉心状態の変化

第十三条
第十五条

出力運転中の制御棒の
異常な引き抜き

MCPR
局所の表面熱流束
原子炉平均出力

核特性の変化に伴う炉心状態の変化

2.3.2 炉心内の熱発生又は熱除去の異常な変化

原子炉冷却材流量の部
分喪失

プラント過渡解析

中性子束
炉心平均表面熱流束
ΔMCPR
原子炉圧力

核特性の変化に伴う反応度係数の変化

第十三条
第十五条

外部電源喪失 同上 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

給水加熱喪失 同上 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

原子炉冷却材流量制御
系の誤動作

同上 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

設置変更許可申請におけるC/B変更の影響範囲を把握するため，影響を受ける解析項目（添付書類十）とその主な理由及び設置許可
基準規則との関係を整理した。



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
許認可解析への影響と設置許可基準規則との関係（添付書類十）（2/4）
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（次ページへ続く）

記載箇所 解析 C/B変更の影響を受ける項目 影響の主な理由 設置許可基準規則

2.3.3 原子炉冷却材圧力又は原子炉冷却材保有量の異常な変化

負荷の喪失

プラント過渡解析

中性子束
炉心平均表面熱流束
ΔMCPR
原子炉圧力

核特性の変化に伴う反応度係数の変化

第十三条
第十五条

主蒸気隔離弁の誤閉止 同上 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

給水制御系の故障 同上 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

原子炉圧力制御系の故障 同上 核特性の変化に伴う反応度係数の変化

給水流量の全喪失 同上 核特性の変化に伴う反応度係数の変化



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
許認可解析への影響と設置許可基準規則との関係（添付書類十）（3/4）
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（次ページへ続く）

記載箇所 解析 C/B変更の影響を受ける項目 影響の主な理由 設置許可基準規則

3. 設計基準事故解析

3.2 原子炉冷却材の喪失又は炉心冷却状態の著しい変化

原子炉冷却材喪失

プラント事故解析

燃料被覆管最高温度
燃料被覆管酸化割合

幾何条件の変更に伴う熱水力特性の変化

第十三条

原子炉冷却材流量の喪失
原子炉圧力
燃料被覆管最高温度
燃料被覆管酸化割合

核特性の変化に伴う反応度係数の変化

3.3 反応度の異常な投入又は原子炉出力の急激な変化

制御棒落下 制御棒系事故解析
燃料エンタルピの最大値
破損燃料棒割合
原子炉圧力

核特性の変化に伴う炉心状態の変化 第十三条



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
許認可解析への影響と設置許可基準規則との関係（添付書類十）（4/4）

14

*1：制御棒落下の被ばく評価において，評価に用いる気象年を島根２号炉と同じものに最新化している。
制御棒落下以外の事象はC/B変更による被ばく評価上の影響はないが，制御棒落下と同様に気象年を島根２号炉と同じものに最新化して解析を行っている。

記載箇所 解析 C/B変更の影響を受ける項目 影響の主な理由 設置許可基準規則

3.4 環境への放射性物質の異常な放出

放射性気体廃棄物処理施
設の破損

－*1 － － －

主蒸気管破断

プラント事故解析
原子炉冷却材流出量
燃料被覆管最高温度
燃料被覆管酸化割合

幾何条件の変更に伴う熱水力特性の変化 第十三条

－*1 － － －

燃料集合体の落下 －*1 － － －

原子炉冷却材喪失 －*1 － － －

制御棒落下 被ばく評価*1 実効線量 「制御棒落下」の破損燃料棒割合を使用 第十三条

3.5 原子炉格納容器内圧力，雰囲気等の異常な変化

原子炉冷却材喪失 － － － －

可燃性ガスの発生 － － － －

動荷重の発生 － － － －



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
解析で使用するコード一覧

15

C/B変更後の許認可解析では以下のコード群を使用（LANCR/AETNAは着色箇所）

添付書類 解析
9×9燃料（A型）に係る解析 9×9燃料（B型）に係る解析

C/B変更前 C/B変更後 C/B変更前 C/B変更後

添付書類八

燃料被覆管応力解析
FURST
MARC

FURST
ANSYS*1

BSPAN
ANSYS

炉心特性評価に関する解析 HINES／PANACH LANCR／AETNA NEUPHYS／COS3D

動特性に関する解析
ODYSY
REDY

STAIF-PK
BANDIX

添付書類十

運転時の異常
な過渡変化の
解析

原子炉起動時における制御棒の異常な引き抜き APEX APEX／SCAT*2 EUREKA-N

出力運転中の制御棒の異常な引き抜き PANACH AETNA COS3D

給水加熱喪失 REDY／ISCOR BANDIX／THRP

上記以外の運転時の異常な過渡変化の解析 REDY／SCAT BANDIX／FRANCESCA

添付書類十

設計基準事
故解析

原子炉冷却材喪失 LAMB／SCAT／SAFER LABEL／FRANCESCA／SALUTE

原子炉冷却材流量の喪失 REDY／SCAT／SAFER BANDIX／FRANCESCA／SALUTE

制御棒落下 APEX／SCAT EUREKA-N

主蒸気管破断 LAMB／SCAT／SAFER LABEL／FRANCESCA／SALUTE

＊1：ANSYSはMARCと同等の解析が可能な汎用有限要素法解析コードであり，島根２号炉新規制基準適合性に係る審査（地震時の燃料被覆管の閉じ込め機能維
持に係る燃料被覆管応力解析）（及び先行プラント）において，9×9燃料（A型）に係る解析に対する適用性を説明している。

＊2：C/B変更後は燃料エンタルピまで評価している。



1.3 チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
解析コード間のインターフェースの例
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LANCR AETNA

出力データ(LANCR)
・動特性パラメータ，
核定数等
（無限格子体系）

出力データ(AETNA)
・三次元ノード
中性子束分布
・三次元ノード燃焼度，
履歴水密度等

二次元
RZ体系縮約

入力データ(APEX)
・動特性パラメータ，
核定数等
（二次元RZ体系）

APEX
（炉心動特性解析）

入力データ(APEX)
・引抜制御棒反応度，
スクラム反応度

出力データ(AETNA)
・実効増倍率

REDY
（プラント動特性解析）

LANCR PRIME
（燃料棒熱・機械設計）

ISCOR
(炉心熱水力解析)

出力データ
(LANCR)
・ボイド反応度
・ドップラ反応度
・ボロン反応度
・その他の動特性
パラメータ

出力データ
(PRIME)
・炉心平均ギャップ
熱伝達係数

出力データ
(ISCOR)
・炉心圧損係数
・ボイドマップ

原子炉幾何形状
炉心仕様
機器・設備仕様
制御系仕様
格納容器形状
初期運転条件
外乱条件

入力データ（REDY）

－APEXの例－ － REDYの例－



２． LANCR/AETNAコードの許認可解析への適用性確認の概要

17



2.1 LANCR/AETNAコードの概要及び特徴
炉心解析コード（LANCR/AETNA）の概要

18

解析システムの構成

AETNA：炉心全体に対して，燃料集
合体単位の特性を用いた三
次元の核熱水力反復計算
を行い，出力分布や炉停止
余裕などの各種炉心特性を
評価する。

LANCR：燃料集合体の断面に対して
燃料棒単位の詳細な核計
算を二次元体系で実施し，
AETNAに必要な燃料集合
体断面の平均的な核特性を
計算する。

LANCRの計算に必要な核データライブ
ラリは，評価済み核データを公開コード
NJOY*1で処理し，F-tableと呼ばれる
形式で作成する。

*1：NJOYはNJOY99を使用

三次元沸騰水型原子炉模擬
計算コード AETNA

二次元 燃料集合体核特性計算

燃料集合体核特性計算コード
LANCR

核定数
（燃料集合体断面平
均断面積 等）

中性子スペクトル計算，多群断面積作成

核データ処理コード
NJOY（公開コード）

LANCR用核データ
ライブラリ (F-table)
（核種ごとの多群中性
子反応断面積）

三次元 核熱結合炉心計算
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項目 HINES/PANACH LANCR/AETNA

集
合
体
計
算

核データ ENDF/B-IV,-V ENDF/B-VII.0

スペクトル計算 衝突確率法（68+30群） 衝突確率法（190群）

中性子束分布計算

エネルギ３群 拡散計算法 エネルギ35群 輸送計算法

炉
心
計
算

中性子束分布計算

エネルギ修正１群
有限差分法

エネルギ３群
解析的多項式ノード法

燃料棒出力 集合体計算時のテーブル 炉心計算時の再構築モデル

熱水力
混相流に対する３保存式に基づく圧損評価と
ドリフトフラックスボイドモデルに基づくボイド率評価

LANCR/AETNAコードの主な特徴

2.1 LANCR/AETNAコードの概要及び特徴
LANCR/AETNAコードの特徴

島根３号炉のC/B変更に伴う9×9燃料（A型）の許認可解析においては，安全性向上に資する観点か
ら，従来より精緻化した計算モデルを採用したLANCR/AETNAを適用する。



2.2 LANCR/AETNAコードの妥当性確認方法の説明
検証及び妥当性確認の考え方

20

「妥当性確認」
プログラムが必要な信頼性を有することを確認するとともに不確かさを定量的に把握すること。
試験や実機プラントにおける測定値等と比較する事で達成する。
測定データは限られるため，連続エネルギモンテカルロコード等の詳細モデルによる計算結果と
の比較は，信頼性確認を補完できる「妥当性確認に準ずる確認」と位置付けている。

「検証」
妥当性確認の前提として，プログラムが仕様に従い必要な数値計算誤差で正しく解を算出
することを確認すること。開発元における品質マネジメントシステムに従い達成する。
本資料（及び「島根原子力発電所３号炉 LANCR/AETNAコード説明書」（以下，
「コード説明書」という。））では，ソフトウェアの品質確保を目的とする検証結果については
説明を省略する。コード説明書には信頼性確認の参考として一部の検証結果を記載する。

LANCR及びAETNAの解析には上流過程の結果が反映されるので，それぞれの妥当性確認は
上流過程に関する妥当性確認の一部を含むものと位置付けられる。特にAETNAの妥当性確認
は，炉心解析システム全体に対する総合的な妥当性確認の意味を持つ。



212.2 LANCR/AETNAコードの妥当性確認方法の説明
許認可解析への適用性確認の考え方

“LANCR/AETNAコードを島根３号炉の許認可解析に適用することの妥当性”を示すため，
以下を説明する。（括弧内手順番号はP.22参照）

コードが解析に必要なモデルを有すること

・ 炉心体系に関する全ての物理現象の中から重要なものが特定されていること（手順①）
・ 特定された重要な物理現象に対して，対応するモデルが網羅的に実装されていること（手順②）

試験等の妥当性確認によりコードの信頼性が確認されていること

・ 重要な物理現象について，妥当性確認が網羅的に実施されていること（手順③）
・ 妥当性確認に用いた試験等の条件範囲がコードの適用範囲を包絡していること（手順④）

島根３号炉 許認可解析に必要な信頼性を達成していること

・ 許認可解析で想定した不確かさの設定値に対し，コードの不確かさが下回っていること（手順⑤）

これらを確認する手順の具体的な方法と適用例を以降に示す。



222.2 LANCR/AETNAコードの妥当性確認方法の説明
適用性確認の手順

手 順 使用するツール / 判断方法

① 炉心解析における重要な現象を特定する。
重要度ランキングテーブル（PIRT，P.25）

→重要な現象が特定されていること

②
①で抽出された重要な現象のモデル化の有無を確認し，
モデル化されていないものについて取り扱いを説明する。

モデル性能比較表（P.25）

→各現象に対し“〇”が一つ以上あること

③
②で示された現象に対し，もれなく妥当性確認が実施さ
れていることを確認する。

モデル性能評価表（P.26）

→各現象に対し“〇”が一つ以上あること

④
LANCR/AETNAの適用範囲に対し，上記で示された妥
当性確認の試験条件が包絡していることを確認する。

LANCR/AETNAの適用範囲と妥当性確認の
実施範囲の対応表（P.29）

→適用範囲が妥当性確認範囲に含まれること

⑤
妥当性確認を通して整理された不確かさ又はこれらの積
算値が，設計における設定値を下回っていることを確認す
る。

不確かさと設定値の関係表（P.30）

→不確かさが設定値を下回ること

島根３号炉の許認可解析に対するLANCR/AETNAの適用性について①～⑤の手順で確認する。

手順①～③の具体的な方法をP.23～24に，確認結果の例をP.25以降に示す。



232.2 LANCR/AETNAコードの妥当性確認方法の説明
手順①重要な物理現象の特定

手順① 重要度ランキングテーブル（PIRT＊）を用いて，炉心
解析において重要となる物理現象を特定する。

左側：炉心体系に関する全ての物理現象を列挙
上側：評価指標（主要な評価対象項目）を列挙

両者の関係をI～Hでランク付けする。

→ランクM以上を含む物理現象を重要なものとし，
手順②以降の確認の対象とする。

本資料ではランクM以上を含む物理現象のみを示す。

*PIRT（Phenomena Identification and Ranking Table)：日本原子力学会標準,
「シミュレーションの信頼性確保に関するガイドライン：2015」，AESJ-SC-A008:2015，2016年7月

重要度ランキングテーブル

評
価

指
標

1

評
価

指
標

2

評
価

指
標

3

評
価

指
標

4

物
理
現
象

現象1 L H L L

現象2 H H L H

現象3 I I L L

現象4 L L M M

ランク PIRT重要度ランクの定義 包絡性確認の考え方

H 評価指標に対する影響が大きいと考えられる現象
該当するモデルを実装する。実装されたモデルに対して，
試験・実機もしくは連続エネルギモンテカルロコード等の信
頼性の高いモデルによる妥当性確認を実施する。妥当性
確認が実施できない場合，それらの取り扱いについて説
明する。

M 評価指標に対する影響が中程度と考えられる現象

L 評価指標に対する影響が小さいと考えられる現象 物理現象に対するモデルの実装・妥当性確認は必ずしも
実施せず，出力分布・実効増倍率の妥当性確認により
総合的に確認する。これらの現象は重要度が低いので，
本資料のPIRT等では記載を省略している。I

評価指標に対して影響を与えないか，無視できる
程度の現象

重要度ランクの考え方



242.2 LANCR/AETNAコードの妥当性確認方法の説明
手順②モデル化の網羅性確認, 手順③妥当性確認の網羅性確認

手順③ 手順②の結果とモデル性能評価表を用い，重要な物
理現象を扱うモデルの妥当性確認の状態を把握する。

左側：PIRTで特定された重要な物理現象
上側：妥当性確認の項目を列挙

物理現象に対応する妥当性確認項目に〇を記載

→重要な物理現象に対して妥当性確認に抜けがないことを
確認し，確認されていないものは取り扱いを示す。

モデル性能評価表

確
認

項
目
Ⅰ

確
認

項
目
Ⅱ

確
認

項
目
Ⅲ

確
認

項
目
Ⅳ

物
理
現
象

現象1 〇 〇

現象2 〇 〇

現象4 〇

手順② モデル性能比較表を用い，コードのモデルが，手順①
でランクM以上とした物理現象を考慮していることを確認する。

左側：PIRTで特定された重要な物理現象
上側：コードで考慮されているすべてのモデルを列挙

物理現象に対応するモデルに〇，モデルがない場合はN/Aを
記載

→モデル化に抜けがないことを確認し，モデル化されていな
い物理現象がある場合は，その取り扱いを示す。

モデル性能比較表

モ
デ
ル

A

モ
デ
ル

B

モ
デ
ル

C

モ
デ
ル

D

物
理
現
象

現象1 〇 〇

現象2 〇

現象4 〇

物理現象と評価指標の関係（手順①）と物理現象とモデルの関係（手順②）のつながりを見やすくするため，
本資料では，作成したPIRTとモデル性能比較表の例をP.25に示す。

本資料では，重要な物理現象，関連するモデル及び妥当性確認の関係を見やすくするため，モデル性能比較表とモ
デル性能評価表を結合し，物理現象の最高ランクを含めた例をP.26に示す。



重要な現象に対し，モデル性能比較表において“〇”が一つ以上あるかを確認した。（該当モデルの存在を
確認）
一つも〇がない現象（下記 注１）については，これで問題がないと考える理由をコード説明書で説明する。

2.3 LANCR/AETNAコードの妥当性確認結果の例示
モデル化の網羅性確認結果の例（手順①・② LANCR）
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重要度ランキング（PIRT）
モデル性能比較表

”－”：関連しない，”○”：関連する，
”N/A”：モデル無

無
限
増
倍
率

局
所
出
力
分
布

ガ
ド
リ
ニ
ア
価
値

ボ
イ
ド
反
応
度

ド
ッ
プ
ラ
反
応
度

ほ
う
素
価
値

制
御
棒
価
値

減
速
材
温
度
係
数

遅
発
中
性
子
割
合

燃
焼
後
核
種
組
成

最
高
ラ
ン
ク

ラ
イ
ブ
ラ
リ
モ
デ
ル
（
中
性
子
・
ガ
ン
マ
線
）

エ
ネ
ル
ギ
群
構
造

実
効
断
面
積
計
算

詳
細
エ
ネ
ル
ギ
ス
ペ
ク
ト
ル
計
算

中
間
ｴ
ﾈ
ﾙ
ｷ
ﾞ

2
次
元
中
性
子
輸
送
計
算

2
次
元
ガ
ン
マ
線
輸
送
計
算

出
力
分
布
計
算
（

M
e
V
/f

is
s.
含
む
）

均
質
化
定
数
計
算
（
β
e
ff
含
む
）

燃
焼
計
算
（
燃
焼
チ
ェ
ー
ン
・領

域
分
割
）

燃
焼
ス
ペ
ク
ト
ル
調
整

核
的
現
象

中
性
子

反
応

中性子反応断面積 核分裂，吸収，散乱

非均質性 自己遮蔽

中性子束分布

光
子

反
応 ガンマ線反応断面積

ガンマ線束分布

構
造 物

冷却材 化学組成変
化

SLC

そ
の 他 三次元効果 燃焼スペクトル

熱
的
・
水
力
的

現
象

熱

核分裂発熱

ガンマ線発熱

水
力 冷却材密度分布 集合体内ボイド率分布

材 料 核 反 応 燃料組成 Gd燃料棒

（物理現象）

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

（補足説明）

注1

LANCRのPIRT及びモデル性能比較表



重
要
度
ラ
ン
キ
ン
グ

モデル性能比較表
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現
象

中性子増倍特性 （ノード） *

遅発中性子割合 （ノード） *

空
間
分
布

３次元 出力分布（定常）

３次元 高次モード分布（定
常）

３次元 出力分布(過渡）

局所出力分布 *

局所燃焼度分布

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

制御棒価値 *

ボイド反応度 *

ドップラ反応度 *

ほう酸価値 *

減速材温度 *

燃料減損 （ノード）

核分裂生成物反応度（ノード）

スクラム時 制御棒価値 *

スクラム時 ボイド反応度 *

構
成
体
起
因 制御棒履歴

多種類制御棒効果

水ロッド形状

計
装 炉内計装管応答

2.3 LANCR/AETNAコードの妥当性確認結果の例示
妥当性確認の網羅性確認結果の例（手順③ AETNA（核的現象））

重要な現象に対し，モデル性能評価表の妥当性確認項目において“〇”が一つ以上あるかを確認した。（対応する妥当
性確認の存在を確認）

AETNAのモデル性能比較表及び評価表（核的現象）

26

BWRの炉内物理現象
*はLANCR PIRTにあるもの

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。



2.3 LANCR/AETNAコードの妥当性確認結果の例示
LANCRの妥当性確認結果の例 （手順③）

試験による妥当性確認の例としてBASALA臨界試験による妥当性確認結果を以下に示す。
実効増倍率及び相対出力分布

実効増倍率の誤差の平均は  %Dk，全試験を対象としたテストバンドル内の相対出力分
布の実験値からのRMS誤差は，  %であった。

ウォータロッド反応度，減速材ボイド反応度，ガドリニア燃料棒反応度及び制御棒反応度
減速材ボイド反応度を除き，実験値からの不確かさは測定誤差（約 %）の範囲内で
あった。減速材ボイド反応度の不確かさは  %であった。

等温温度係数
20℃～60℃での計算値は実験誤差の範囲内であり，60℃～80℃の２ケースについては実
験誤差の２σ以内で一致した。

積分ほう素価値
計算値は実験誤差の範囲内で実験値と一致した。

BASALA試験における反応度の比較（炉心１） BASALA試験における積分ほう素価値の比較

27
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2.3 LANCR/AETNAコードの妥当性確認結果の例示
AETNAの妥当性確認結果の例 （手順③）

プラント運転実績による妥当性確認の例として，出力分布（ガンマスキャンとの比較）による妥当性
確認の結果を以下に示す。

燃焼の進んだ高燃焼度８×８燃料と新燃料の９×９燃料を装荷したBWR 大型炉取替炉心

（炉心平均燃焼度28GWd/t）および高燃焼度８×８燃料の濃縮度多種類燃料を装荷した

ABWR初装荷炉心における運転後の燃料集合体ガンマスキャン測定値（La-140 測定値）と

AETNA による計算値（La-140 計算値）を比較した。

BWR 大型炉取替炉心及びABWR 初装荷炉心において，ノーダルRMS誤差は  %，径

方向  %, 軸方向  %である。測定データとの比較例は以下のとおりである。

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

La-140燃料集合体軸方向分布の比較(1)
（BWR大型炉取替炉心の例）

隣
接
制
御
棒
挿
入
位
置

La-140燃料集合体軸方向分布の比較(2)
（BWR大型炉取替炉心の例）

28



2.3 LANCR/AETNAコードの妥当性確認結果の例示
適用範囲と妥当性確認の実施範囲の確認結果の例（手順④）

LANCRの適用範囲と，妥当性確認の実施範囲の内訳と合計範囲を以下にまとめる。妥当性確認の合計
範囲は適用範囲を包絡している。

29

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

適用範囲

妥当性確認範囲と内訳

右記の合計確認範囲
試験データによる

妥当性確認

連続エネルギ

モンテカルロ計算

による妥当性確認

燃料棒配列 1×1～10×10 1×1～10×10 1×1，8×8，9×9 8×8～10×10

235U濃縮度 0.2～6 wt% 0.2～6 wt% 0.2～4.9 wt% 0.2～6 wt%

Gd2O3含有量 0～15 wt% 0～15 wt% 0～5 wt% 0～15 wt%

プルトニウム含有率 0～15.5 wt% 0～15.5 wt% 0～8.7 wt% 0～15.5 wt%

核分裂性

プルトニウム富化度
0～10.4 wt% 0～10.4 wt% 0～  wt% 0～10.4 wt%

燃料棒の温度 10～2300℃ 10～2300 ℃ 10～80 ℃ 20～2300 ℃

減速材ボイド率 0～100 % 0～100 % 0% (40%模擬あり) 0～100 %

減速材温度 10～286 ℃ 10～286 ℃ 10～80 ℃ 20～286 ℃

減速材中のほう素濃度 0～2230 ppm 0～2230 ppm 0～2230 ppm 0～1700 ppm

燃焼度

（燃料集合体平均）
0～80 GWd/t 0～80 GWd/t 0 GWd/t 0～80 GWd/t

制御棒吸収材 B4C，ハフニウム B4C，ハフニウム B4C，ハフニウム B4C，ハフニウム



2.3 LANCR/AETNAコードの妥当性確認結果の例示
許認可解析へのLANCR/AETNAコード適用の妥当性確認（手順⑤）

30

本資料のうち，枠囲みの内容は機密に係る事項のため公開できません。

項目
LANCR/
AETNA

設計における
設定値

備考（設定値の考え方）

反応度係数の

保守因子

減速材ボイド係数，βeff，
ノード出力，ノード燃焼度
の不確かさを積算

 % 25 %
計算コードの不確かさと取替炉心段階に
生じる不確かさも考慮

制御棒価値の

保守因子

ドップラ係数，βeff，制御
棒価値の不確かさを積算

 %Δk 0.3 %Δk
計算コードの不確かさと取替炉心段階に
生じる不確かさも考慮

SLMCPR

ノード出力 (AETNA)  % 5.2 %
SLMCPR評価で設定する核計算の不確
かさ

局所出力 (AETNA)  % 3.0 %
SLMCPR評価で設定するR因子不確かさ
1.5%の２倍

SLC
ほう素価値，冷温臨界固
有値の不確かさを積算

 %Δk 1.5 %Δk
SLC停止余裕評価において設定した基準
値

島根３号炉のC/B変更に係る許認可解析では，炉心関連のパラメータについてコードに起因する不確か
さを想定し，必要と考えられる設計裕度を設定している。そのうち安全上重要と考えられる代表項目として
以下の４項目を選定し，LANCR/AETNAの不確かさ又は不確かさを積み上げた保守因子が，設計に
おける設定値を下回っていることを確認した。

これにより，LANCR/AETNAを島根３号炉C/B変更に係る許認可解析へ適用することは妥当と判断で
きる。



参考資料

設置許可基準規則との関係
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チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
設置許可基準規則（第十三条）との関係

32

設置変更許可申請におけるC/B変更の影響範囲を把握するため，設置許可基準規則（第十三条）との
関係を整理した。

設置許可基準規則
添付書類八／十における

評価内容
備考

（運転時の異常な過渡変化及び設計基準事故の拡大の防止）
第十三条 設計基準対象施設は、次に掲げる要件を満たすものでなければならない。
一 運転時の異常な過渡変化時において次に掲げる要件を満たすものであること。
イ 最小限界熱流束比（燃料被覆材から冷却材への熱伝達が低下し、燃料被覆
材の温度が急上昇し始める時の熱流束（単位時間及び単位面積当たりの熱量
をいう。以下同じ。）と運転時の熱流束との比の最小値をいう。）又は最小限界
出力比（燃料体に沸騰遷移が発生した時の燃料体の出力と運転時の燃料体の
出力との比の最小値をいう。）が許容限界値以上であること。

ロ 燃料被覆材が破損しないものであること。
ハ 燃料材のエンタルピーが燃料要素の許容損傷限界を超えないこと。
ニ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の一・一倍以下とな
ること。

二 設計基準事故時において次に掲げる要件を満たすものであること。
イ 炉心の著しい損傷が発生するおそれがないものであり、かつ、炉心を十分に冷却で
きるものであること。

ロ 燃料材のエンタルピーが炉心及び原子炉冷却材圧力バウンダリの健全性を維持
するための制限値を超えないこと。

ハ 原子炉冷却材圧力バウンダリにかかる圧力が最高使用圧力の一・二倍以下とな
ること。

ニ 原子炉格納容器バウンダリにかかる圧力及び原子炉格納容器バウンダリにおける
温度が最高使用圧力及び最高使用温度以下となること。

ホ 設計基準対象施設が工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないものである
こと。

①運転時の異常な過渡
変化及び設計基準事故に
対する解析及び評価を，
「発電用軽水型原子炉施
設の安全評価に関する審
査指針」（平成２年８月
30日原子力安全委員会
決定）等に基づき実施
し，要件を満足すること。

①：添付書類十
「2. 運転時の異常な過
渡変化の解析」
「3. 設計基準事故解
析」



チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
設置許可基準規則（第十五条）との関係（1/2）
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設置許可基準規則 添付書類八／十における評価内容 備考

（炉心等）
第十五条 設計基準対象施設は、原子炉固有の出力抑制特性
を有するとともに、発電用原子炉の反応度を制御することにより
核分裂の連鎖反応を制御できる能力を有するものでなければな
らない。

①減速材ボイド係数とドップラ係数が常に負であ
ること。また，②減速材ボイド係数・ドップラ係数・
減速材温度係数を総合した反応度係数（出力
反応度係数）が常に負であること。

①，②：添付書類八
「3.3.1 核設計」

プラント運転中に予期されるあらゆる運転状態
で，出力振動に対し，十分な減衰特性を有して
いること。具体的には，①以下の安定性減幅比
が限界基準及び設計基準以下となること。
・チャンネル水力学的安定性
・炉心安定性
・領域安定性
・プラント安定性
②キセノン空間振動の安定性に関しては，出

力反応度係数がキセノン空間振動を十分減衰で
きる大きさを有すること。

①，②：添付書類八
「3.3.3 動特性」

２ 炉心は、通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時に発
電用原子炉の運転に支障が生ずる場合において、原子炉冷却
系統、原子炉停止系統、反応度制御系統、計測制御系統及
び安全保護回路の機能と併せて機能することにより燃料要素の
許容損傷限界を超えないものでなければならない。

通常運転時の熱的制限値を守っている状態で
①運転時の異常な過渡変化が発生しても「発電
用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査
指針」（平成２年８月30日原子力安全委員会
決定）等に記載されている運転時の異常な過渡
変化に対する判断基準を満足すること。
②C/B変更後の炉心において，通常運転時の

熱的制限値を守って通常運転ができること。（解
析例を示す）

①：添付書類十
「2. 運転時の異常な
過渡変化の解析」
②：添付書類八
「3.3.2 熱水力設計」

（次ページへ続く）

設置変更許可申請におけるC/B変更の影響範囲を把握するため，設置許可基準規則（第十五条）との
関係を整理した。



チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
設置許可基準規則（第十五条）との関係（2/2）
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設置許可基準規則 添付書類八／十における評価内容 備考

３ 燃料体、減速材及び反射材並びに炉心支持構造物は、通常運
転時、運転時の異常な過渡変化時及び設計基準事故時におい
て、発電用原子炉を安全に停止し、かつ、停止後に炉心の冷却機
能を維持できるものでなければならない。

（燃料棒以外の燃料の構成要素や炉心支
持構造物等に対する要求事項であり，C/B変
更による影響はない。）

４ 燃料体及び反射材並びに炉心支持構造物、熱遮蔽材並びに一
次冷却系統に係る容器、管、ポンプ及び弁は、一次冷却材又は二
次冷却材の循環、沸騰その他の一次冷却材又は二次冷却材の
挙動により生ずる流体振動又は温度差のある流体の混合その他の
一次冷却材又は二次冷却材の挙動により生ずる温度変動により
損傷を受けないものでなければならない。

燃料の機械設計に対する要求事項であり，
C/B変更による燃料の機械設計への直接の影
響はないが，「運転時の異常な過渡変化の解
析」の解析結果を踏まえた①燃料被覆管の応
力設計比が既許可から変更となるため，変更
後の評価結果について説明する。
なお，効率的な説明を行う観点から上記の

説明は「燃料被覆管の閉じ込め機能維持評
価」の説明時に合わせて行う予定である。

①：添付書類八
「3.1.5 機械設計」

５ 燃料体は、通常運転時における圧力、温度及び放射線に起因す
る最も厳しい条件において、必要な物理的及び化学的性質を保持
するものでなければならない。

６ 燃料体は、次に掲げるものでなければならない。
一 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における発電

用原子炉内の圧力、自重、附加荷重その他の燃料体に加わる
負荷に耐えるものとすること。

二 輸送中又は取扱中において、著しい変形を生じないものとする
こと。



チャンネルボックス厚変更に伴う評価項目の整理
設置許可基準規則（第二十五条）との関係（1/2）
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設置許可基準規則 添付書類八／十における評価内容 備考

（反応度制御系統及び原子炉停止系統）
第二十五条 発電用原子炉施設には、反応度制御系統（原子炉
停止系統を含み、安全施設に係るものに限る。次項において同
じ。）を設けなければならない。

（設備に対する要求事項であり，C/B変更
による影響はない。）

２ 反応度制御系統は、計画的な出力変化に伴う反応度変化を燃
料要素の許容損傷限界を超えることなく制御できる能力を有し、か
つ、次に掲げるものでなければならない。
一 制御棒、液体制御材その他反応度を制御するものによる二以

上の独立した系統を有するものとすること。
二 通常運転時の高温状態において、二以上の独立した系統がそ

れぞれ発電用原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持で
きるものであり、かつ、運転時の異常な過渡変化時の高温状態
においても反応度制御系統のうち少なくとも一つは、燃料要素の
許容損傷限界を超えることなく発電用原子炉を未臨界に移行
し、及び未臨界を維持できること。この場合において、非常用炉
心冷却設備その他の発電用原子炉施設の安全性を損なうおそ
れがある場合に作動する設備の作動に伴って注入される液体制
御材による反応度価値を加えることができる。

設備に対する要求事項であり，C/B変更に
よる影響はないが，以下についてC/B変更後
の解析例や見通しを示す。
・①C/B変更後のスクラム曲線が設計用スクラ
ム曲線よりも安全側になること（解析例を
示す）

・②C/B変更後の炉心において，反応度価
値の最も大きい制御棒（同一の水圧制御
ユニットに属する１組又は１本）が完全に
炉心の外に引き抜かれ，挿入できないとき
でも，炉心を臨界未満にできること（解析
例を示す）

・③C/B変更後においてもほう酸水の注入時
に未臨界を確保できる見通しがあること

①，②：添付書類八
「3.3.1 核設計」
③：添付書類八
「6.1.2 原子炉停止
系」

（次ページへ続く）

設置変更許可申請におけるC/B変更の影響範囲を把握するため，設置許可基準規則（第二十五条）と
の関係を整理した。
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設置許可基準規則 添付書類八／十における評価内容 備考

三 通常運転時及び運転時の異常な過渡変化時における低温
状態において、反応度制御系統のうち少なくとも一つは、発電用
原子炉を未臨界に移行し、及び未臨界を維持できること。

四 一次冷却材喪失その他の設計基準事故時において、反応度
制御系統のうち少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨界へ移
行することができ、かつ、少なくとも一つは、発電用原子炉を未臨
界に維持できること。この場合において、非常用炉心冷却設備そ
の他の発電用原子炉施設の安全性を損なうおそれがある場合
に作動する設備の作動に伴って注入される液体制御材による反
応度価値を加えることができる。

五 制御棒を用いる場合にあっては、反応度価値の最も大きな制
御棒一本が固着した場合においても前三号の規定に適合するこ
と。

設備に対する要求事項であり，C/B変更に
よる影響はないが，以下についてC/B変更後
の解析例や見通しを示す。
・①C/B変更後のスクラム曲線が設計用スクラ
ム曲線よりも安全側になること（解析例を
示す）

・②C/B変更後の炉心において，反応度価
値の最も大きい制御棒（同一の水圧制御
ユニットに属する１組又は１本）が完全に
炉心の外に引き抜かれ，挿入できないとき
でも，炉心を臨界未満にできること（解析
例を示す）

・③C/B変更後においてもほう酸水の注入時
に未臨界を確保できる見通しがあること

①，②：添付書類八
「3.3.1 核設計」
③：添付書類八
「6.1.2 原子炉停止
系」

３ 制御棒の最大反応度価値及び反応度添加率は、想定される反
応度投入事象（発電用原子炉に反応度が異常に投入される事
象をいう。）に対して原子炉冷却材圧力バウンダリを破損せず、か
つ、炉心の冷却機能を損なうような炉心、炉心支持構造物及び原
子炉圧力容器内部構造物の損壊を起こさないものでなければなら
ない。

４ 制御棒、液体制御材その他の反応度を制御する設備は、通常運
転時における圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条件に
おいて、必要な物理的及び化学的性質を保持するものでなければ
ならない。

（設備に対する要求事項であり，C/B変更
による影響はない。）




